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O荒 廃農地。耕作放棄地の状況 /.(望'(塚

°

客観ベース

O荒 廃農地
市町村による客観ベースの調査

(※「A分類」は、農地法第30条に基づく「利用状況調査」
により把握した「1号遊休農地」と一致。)

(単位 :万 ha)

O耕 作放棄地
農地所有者 (農村在住者)の主観ベースの調査

耕作放棄地面積

13.1万ha

12.3万 ha

13.5万 ha

21.7万 ha

24.4万 ha

34.3万 ha

38.6万 ha

39.6万 ha

42.3万 ha

年

昭和50年

昭和55年

昭和60年

平成2年

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

資料 :農林水産省統計部「農林業センサス」

注:1「耕作放棄地」とは、「以前耕作していた土地で、過去1年以上

作物を作付けせず、この数年の間に再び作付する意思のない土

地」。  t

2:耕作放棄地の調査は、平 て終了。

ワ

平成20年     一    -    14.9    13.5    28.4
平成21年     -    0.6    15.1    13,7    28.7
平成22年     -    1.0    14.8    14.4    29.2
平成23年     -    1.2    14.8    13.0    27.8
平成24年     -    1.4    14.7    12.5    27.2
平成25年 ,  -    1.5    13.3    13.5    27.3
平成26年     -    1.0    13.2    14.4    27.6
平成27年     -    4.1    12.4    16.0    28.4
平成28年     -    1,7    9.8    18.3    28.1
平成29年     -    1.1    9.2    19.0    28.3
平成30年     -    1.0    9.2    188    28.0
令和元年    -    0.8    9,1    19.2    28.4
令和2年     -    0.8    9.0    19.2    28.2
令不日3年       3.0       1.3        9,1       16.9       26.0

令禾日4年        2.8       1.1        9,0       16.3       25.3

資料 :農林水産省農村振興局「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」

農林水産省経営局・農村振興局「遊休農地に関する措置の状況に関する調査」
注■ 「荒廃農地Jとは、「現に耕作に供されておらず、耕作の放葉により荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が客観的

に不可能となつている農地」。
2「再生利用が可能な荒廃農地」とは、「抜根、整地、区画整理、客土等により再生すること1こより、通常の農作業による

耕作が可能となると見込まれる荒廃農地」。農地法第32条第1項第1号の遊休農地と同じものを指す。
3「再生利用が困難と見込まれる荒廃農地」とは、「森林の様相を呈しているなど農地に復元するための物理的な条件
整備が著しく困難なもの、又は周囲の状況から見て、その土地を農地として復元しても継続して利用することができな
いと見込まれるものに相当する荒廃農地」。
4平成27年までの荒廃農地面積は、推計値。
5四捨五入の関係で、計が一致しない場合がある。
6令和3年、経営局の「遊休農地調査」、農村振興局の「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」を一本化し調査項
目の見直しを行い、「今回新たに発生した面積」の把握が可能となった。
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荒廃農地の発生防止と解消
<女寸子末のポイント>

農地の状況把握を行い、農地の集積。集約化の促進、基盤整備等により、荒廃農地の発生防止・解消に向けた対策
を戦略的に進めることが重要。

<荒廃農地になる前に>
○荒廃農地は周辺農地に悪影響を及ぼし、その解消には多額の費用を要することから、農地の適正な管理 (こより、荒廃農地の発生を防止することが重要。

O農地の集積・集約化、経営面積の拡大、鳥獣被害の解消等のためにも荒廃農地は、できるだけ早期に解消することが重要。
○個々の農業者のやむを得ない事情により農業生産活動が出来なくなる場合に備えて、地域ぐるみの活動を推進することも有効。

<荒廃農土也の発生防止と解消の取組>
〇 粗放的利用による維持保全

従来通りの営農が困難な農地において、
放牧や蜜源作物の作付け等粗放的な利
用を行うことにより、荒廃農地の発生防止と

解消にも寄与する。
・農山漁村振興交付金 (最適土地

利用総合対策)等

〇 農地 中間管理事業

農地中間管理機構力流 廃農地を借入

れ、農地への再生を行い、担い手への農地

の集積・集約化を促すことで、荒廃農地の

角早

'肖

にも昏評子する。
・農地中間管理機構関連農地整備事業
・遊休農地解消緊急対策事業 等

〇 鳥獣害対策
電柵の整備や荒廃農地を農地や緩衝帯
として再生ずることにより、鳥獣害被害を軽
減させるとともに、荒廃農地の発生防止と
解消にも寄与する。
・烏獣被害防止総合対策交付金
・中山間地域等直接支払交付金 等

〇 企業参入

民間企業が新規事業や製品の原材料
確保等を目的として、荒廃農地を集積・集
約化し、再生することで、荒廃農地の解消
にも寄与する。
・農地中間管理事業
・都道府県、市町村単独事業 等

〇 地域・集落の共同活動

地域の環境整備やまちおこし等の地域・

集落の共同活動を通じて、地域の活性化

を図るとともに、荒廃農地の発生防止と解

消にも寄与する。
・多面的機能支払交付金
・中山間地域等直接支払交付金 等

」
Ｌ
Ｅ
Ｆ
７

〇 新規就農者

荒廃農地の再生を行い、新規就農者が

まとまつた農地を確保することにより、新規

就農者の参入を促し、荒廃農地の発生防
止と角畢消にも寄与する。
・就農準備資金・経営開始資金
・都道府県、市町村単独事業 等

〇 基盤整備
ほ場整備事業(こよる農地の大区画化、

基盤整備事業による排水対策等の農地

整備を行うとともに、荒廃農地の発生防止

と解消にも寄与する。      ・
。ほ場整備事業
・都道府県、市町村単独事業 等

O地域における協議
地域での話合いにより目指すべき将来の

農地利用の姿を明確化し、その実現に向

け、荒廃農地の発生防止と解消に取り組

むことで、農用地の効率的かつ総合的な利

用を促進する。
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農山漁村振興交付金のうち

最適土地利用総合対策 【令和6年度予葺額 8′389(9′ 070)百万円の内数】
令和 5年度補正予算額 525百万円の内

中山間地域等における農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土地利用構想の策定、基盤整備等の条件整備、鳥獣被害防止対策、粗
放的な土地利用等を総合的に支援します。

<事業目標>
農用地保全に取り組み、事業目標を達成した地区数 (100地区 [令和 8年度まで])

<対策のポイント>

く幸祟り内容
!>十

1.最適土地利用総合対策【①、③、④は令和 5年度補正予郵含む】
地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地、粗放的利用をそ子う農地
等を区分し、実証的な取組を行いつつ、土地秀u用構想図を作成し、その実現に必

要な農用地保全のための活動経資、基盤整偏や施設整備費等を支援します。

① 地域ぐるみの話合いによる土地利用構想の概定、農用地保全のための実証的

な取組

② 土地利用構想図に基づく粗放的利用のための簡易な整備、農用地保全のため

の基盤整備や施設の整備

③ 粗放的利用の取組や省力化機械の導入等、農用地保全のための活動

④ 農山漁村活性化法に基づき、農用地保全事業を行う場合には農用地保全等

推進員の措置

【事業期間 :上限5年間、交付率 (上限):<ソフト>定額 (1′000万円/
年、粗放的利用支援 (※)1万円/10a叉は5千円/10a、 農用地保全等推進
員 250万円/年 )、 <八―ド>5.5/10等】

※ 粗放的利用支援 (こついでは、最大3年間

2J最適土地利用推進サポート事業【令和 5年度補正予賞】
ITを活用した申請手続の簡素化を図るとともに、事業主イ本の取組内容や農地保
全状況等の確認、地域の課題解決のサポート、優良事例の横展開等を支援します。

【事業期間 :上限 1年間、交付率 :定額】

<事業の流れ>
定額、55/10等

都道府県 都道府県、市町村、地域協議会等埼

定額

く事業イメ"ジ >

地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき晨地、粗放的な利用を行う震地等
を区分し、実証的な取組を実施

Step l

農
用
地
保
全
の
た
め
の
多
様
な
取
組
を
総
合
的
に
支
援

【地域ぐるみでの話合t司    【土地利用構想の概定】 【晨用地保全の実証的な取組】

土地利用構想図を策定し、農用地保全のための条件整偏や各種取組を選択・実施

【粗放的利用のための条件整備」 【震業用ノ(ウスの整備】

【鳥獣イ展衝帯】 【蜜源作物の作付け】 【計画的なオ盲L芥木】 【省力化機械の導入】

し,

Ⅲ ミ        Ⅲ Ⅲ

中山間地域等の実情に員ptノた土地利用構想を実現

民間団体
(民間企業、一般社団法人を含む)

Step 2

国

瑠 ト

吟

(2の事業)

(1の事業)

[お問い合わせ先]農村振興局地域振興課 (03-6744-2665) ■



農林水左右

農村振興局 農村テえ熊郵
地域振興誤

離逓舗鵬  声 嶋  地

聰鮎

〒lαテ鰤 泉京都千代口医寛が関 1-2-1
電話 03(3502)8111 内線5439
直遷と 03(6744)2665
F.へX 03(3592)1482
E―mailkoichi_toshiH■ a920@maff go jp
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尭廃友比活用事業係

飢 Å 芦暦

士野 九昭
〒10併8950東京落卜十代口

F畿 亀互晶 恥&3駐 盈 。TEL Bま息写2盈二Bきとき (直通)
鑑 i評紀 註鋸雀。望o@m証騨れ


